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新地方公会計制度（基準モデル）に基づく新地方公会計制度（基準モデル）に基づく新地方公会計制度（基準モデル）に基づく新地方公会計制度（基準モデル）に基づく    

広島県の広島県の広島県の広島県の財務財務財務財務書類書類書類書類についてについてについてについて    

（平成（平成（平成（平成２４２４２４２４年度決算ベース）年度決算ベース）年度決算ベース）年度決算ベース）    

 

 

    

１１１１    要要要要    旨旨旨旨    

  より分かりやすい財務情報を提供することで，県民への説明責任を果たすとともに，

行政改革の更なる推進を図る観点から，新地方公会計制度（基準モデル）に基づく財務

書類を作成しました。 

その概要は，次のとおりです。 

 

２２２２    財務書類の概要財務書類の概要財務書類の概要財務書類の概要    

（１）対象（１）対象（１）対象（１）対象範囲範囲範囲範囲    

普通会計ベースに加え，公営企業会計，地方独立行政法人，地方三公社及び第三セ

クター等（25%以上出資法人）を含めた連結ベース 

 

（２）財務書類の構成（２）財務書類の構成（２）財務書類の構成（２）財務書類の構成    

国が示す作成基準に基づき，貸借対照表，行政コスト計算書，純資産変動計算書及

び資金収支計算書の４表により構成 

 区 分 内       容 貸借対照表 県が行政サービスを提供するために保有している財産（資産）の規模と，その資産の形成をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを対照表示したもので，｢バランスシート｣とも呼ばれるものです。資産合計と負債・純資産合計が一致します。 行政コスト計算書 一年間の県の行政活動における業績，すなわち費用・収益の取引高を明らかにするもので，行政サービスに要した費用（行政コスト）と，その行政サービスの直接の対価として得られた収入（使用料・手数料等）及び行政サービスに関連して得られる収入（受取利息等）を表したものです。 純資産変動計算書 貸借対照表の「純資産」が，一年間にどのような要因で，どれだけ増減したかを表したものです。 資金収支計算書 一年間の現金の出入りを｢経常的収支の部｣，｢資本的収支の部｣，｢財務的収支の部｣に区分して現金の流れを示すもので，｢キャッシュフロー計算書｣とも呼ばれるものです。財源がどのように賄われ収支の過不足が生じたかを表しています。 
 

３３３３    これまでの作成状況これまでの作成状況これまでの作成状況これまでの作成状況    

    区 分 内       容 平成 17 年度 県出資法人を含む連結バランスシート（総務省試案）を公表 平成 21 年度 新公会計制度導入による「総務省方式改訂モデル」により作成した前年度決算の財務書類（4表）の作成，公表 平成 24 年度 新公会計制度の「基準モデル」に作成基準を変更し，全ての個々の取引について発生主義に基づき作成した前年度決算の財務書類(4 表)の作成，公表（H25.3 月） 

平成２５年１１月 

財  政  課 
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～ 年度末時点における資産や負債などのストック情報を明らかにするもの ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 計数については，それぞれ端数を四捨五入しているため，合計が一致しないものがあります。 
 

貸借対照表（普通会計）貸借対照表（普通会計）貸借対照表（普通会計）貸借対照表（普通会計）                            （（（（平成平成平成平成 25252525 年年年年 3333 月月月月 31313131 日現在）日現在）日現在）日現在） 

◆ 資産は，３兆４,312 億円となっており，そのうち，資金等金融資産が 

 約１８％，道路やダム等インフラ資産が約 55%を占めています。 

◆ 将来世代の負担となる負債は，２兆６,３１３億円となっており，そのうち，   

地方債等が約８６%を占めています。 

◆ これまでの世代の負担による現在の純資産は，7,999 億円となっています。 

事業用資産 売却可能とされ，将来の資金流入をもたらすもの ○有形固定資産 庁舎，県営住宅など 
投資等 ○出資金 高速道路整備に係る出資（1,168 億円）など ○基 金 減債基金（2,076 億円），  県庁舎整備基金（155 億円）など 

資 金 歳計現金（126 億円） 歳計外現金（71 億円） 債 権 ○未収金 県税等の未収金で滞納が１年未満のもの ○貸付金 高速道路整備（403億円）  中小企業支援（156 億円）など 
２２２２    非非非非    金金金金    融融融融    資資資資    産産産産    

１１１１    金金金金    融融融融    資資資資    産産産産    

インフラ資産 売却できないが，将来の行政サービス提供能力を有するもの ○公共用財産用地 道路敷地など ○公共用財産施設 道路，橋梁，ダムなど 

 資 産 の 部 金額 （億円） 割合  １１１１    金融資産金融資産金融資産金融資産     （１）資金  （２）債権等   （税等未収金）   （未収金）   （貸付金）   （その他）  （３）投資・出資等   （出資金）   （基金・積立金）   （その他）  ２２２２    非金融資産非金融資産非金融資産非金融資産        （１）事業用資産   （有形固定資産）     （２）インフラ資産   （公共用財産用地）   （公共用財産施設）  

 6666,,,,124124124124     197  1,296 (85) (29) (1,036) (145)  4,631 (1,566) (2,959) (106)  28,28,28,28,188188188188     9,376 (9,376)   18,812 (3,876) (14,936)  

 11117.87.87.87.8%%%%     0.6%  3.8% (0.2%) (0.1%) (3.0%) (0.4%)  13.5% (4.6%) (8.6%) (0.3%)  88882.22.22.22.2%%%%     27.3% (27.3%)   54.8% (11.3%) (43.5%) 資資資資    産産産産    合合合合    計計計計    34,34,34,34,312312312312    100.0%100.0%100.0%100.0%    
 

 

どれくらいの資産を保有しているか？ 
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 負 債 の 部 金額 （億円） 割合    １１１１    流動負債流動負債流動負債流動負債     （１）未払金及び未払費用 （２）引当金（賞与引当金） （３）預り金 （４）公債（短期）  ２２２２    非流動負債非流動負債非流動負債非流動負債     （１）公債 （２）退職給付引当金 （３）損失補償等引当金 （４）その他の非流動負債 

2,2,2,2,515515515515        338 145 71 1,961  23,23,23,23,798798798798     20,668 2,903 147 81  

9.69.69.69.6%%%%        1.3% 0.6% 0.3% 7.5%  99990000....4444%%%%     78.5% 11.0% 0.6% 0.3%     負 債 合 計 22226666,,,,313313313313    100.0%100.0%100.0%100.0%                純 資 産 の 部 金額（億円） 純純純純    資資資資    産産産産    7777,,,,999999999999    

負債の状況（将来世代の負担）は？ 

純資産の状況（これまでの世代の負担）は？ 

公債（翌年度償還予定額は流動負債に計上） 地方債のうち，償還期限が 1 年を超えるものの残高 
損失補償等引当金等 将来負担比率で算定した損失補償見込額等 

純資産     ＝  資産合計 －  負債合計 （これまでの負担）＝（保有資産）－（将来負担） 

２２２２    非非非非    流流流流    動動動動    負負負負    債債債債    

純純純純    資資資資    産産産産    

退職給付引当金 年度末で職員全員退職した場合の退職手当見込額 
公債（短期） 地方債のうち，翌年度の元金償還予定額 
賞与引当金 H25 年度支給予定の賞与のうち H24 年度発生分 ※H25.6 賞与見込額×4/6（12 月～3 月分） 
１１１１    流流流流    動動動動    負負負負    債債債債    
預り金 県営住宅敷金等 
未払金及び未払費用 債務負担行為設定しているもののうち翌年度支払分 と翌年度償還公債に係る利子等 

 
資資資資    産産産産（保有資産）（保有資産）（保有資産）（保有資産）    

 

１,１９３千円 

負負負負    債債債債（将来負担）（将来負担）（将来負担）（将来負担）    

９１５千円 

（うち地方債７８７千円） 

純資産純資産純資産純資産（（（（これまでの負担これまでの負担これまでの負担これまでの負担））））    

２７８千円 ※人口 2,875,830 人（住民基本台帳人口Ｈ25.3.31 現在） 

県民１人当たりの貸借対照表県民１人当たりの貸借対照表県民１人当たりの貸借対照表県民１人当たりの貸借対照表    

※ 公債(地方債残高)のうち，9,202 億円については，将来，地方交付税で措置される予定です。   （うち，臨時財政対策債は 5,963 億円） 
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～ 年間の経常的な活動に伴うコストや収入等のフロー情報を明らかにするもの ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政コスト計算書（普通会計）行政コスト計算書（普通会計）行政コスト計算書（普通会計）行政コスト計算書（普通会計）        平成平成平成平成 24242424 年年年年 4444 月月月月 1111 日～平成日～平成日～平成日～平成 25252525 年年年年 3333 月月月月 31313131 日日日日    
◆ 一般財源等で賄わなければならない純経常行政コストは，６,６３４億円と

なっています。 

◆ 経常業務費用のうち，職員給料等の人件費が約４割を占めています。 （単位：億円） 区 分 金 額 １１１１    経常業務費用経常業務費用経常業務費用経常業務費用    4,1494,1494,1494,149    （１）人件費 2,945 議員歳費，職員給料等 2,406     退職給付費用，その他 538 （２）物件費 455     消耗品費，維持修繕費 305     減価償却費，その他 150 （３）経費 346 業務費，委託費 277 貸倒引当金繰入，その他 69 （４）業務関連費用 403 公債費（利払分） 331 その他の業務関連費用 72 ２２２２    移転支出移転支出移転支出移転支出    2,8682,8682,8682,868    （１）他会計等への移転支出 137 （２）補助金等移転支出 2,466 （３）社会保障関係費等移転支出等 231 （４）その他移転支出 35 経常費用経常費用経常費用経常費用    ＡＡＡＡ    7,0177,0177,0177,017            １１１１    業務収益業務収益業務収益業務収益（自己収入等） 257 ２２２２    業務関連収益業務関連収益業務関連収益業務関連収益（受取利息等） 127 経常収益経常収益経常収益経常収益    ＢＢＢＢ    383383383383            純経常費用純経常費用純経常費用純経常費用    Ａ－ＢＡ－ＢＡ－ＢＡ－Ｂ    6,6346,6346,6346,634    
 

市町や他団体など県以外の主体に移転するコスト （社会保障給付（扶助費），補助金等） 

物件費 （消耗品費，維持補修費， 減価償却費等） 
人件費 （議員歳費，職員給料等， 退職給付費用，その他報酬等） 

経常収益 経常的業務を行うに当たって得る収益（受益者負担等）や業務に関連して得る収益(受取利息等) 

２２２２    移転支出移転支出移転支出移転支出    

１１１１    経常業務費用経常業務費用経常業務費用経常業務費用    
経費 （経常的な業務を行うための経費， 貸倒引当金繰入等） 業務関連費用 （公債費償還に係る利子支払等） 

 区 分 金額(千円) 区 分 金額(千円) １１１１    経常業務費用経常業務費用経常業務費用経常業務費用    １１１１４４４４４４４４千円千円千円千円    １１１１    業務収益業務収益業務収益業務収益    ９９９９千円千円千円千円    （１）人件費 １０２千円 ２２２２    業務関連収益業務関連収益業務関連収益業務関連収益    ４４４４千円千円千円千円    （２）物件費 １５千円 経 常 収経 常 収経 常 収経 常 収 益益益益    ＢＢＢＢ １３１３１３１３千円千円千円千円    （３）経費 １２千円      （４）業務関連費用 １４千円   ２２２２    移転支出移転支出移転支出移転支出    １００１００１００１００千円千円千円千円      経 常 費経 常 費経 常 費経 常 費 用用用用    ＡＡＡＡ    ２２２２４４４４４４４４千円千円千円千円    純 経 常 費純 経 常 費純 経 常 費純 経 常 費 用用用用    ＡＡＡＡ----ＢＢＢＢ    ２２２２３３３３１１１１千円千円千円千円    ※人口 2,875,830 人（住民基本台帳人口Ｈ25.3.31 現在） 

県民１人当たりの行政コスト計算書県民１人当たりの行政コスト計算書県民１人当たりの行政コスト計算書県民１人当たりの行政コスト計算書    
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～ 年間の純資産（資産－負債）の増減について，要因，財源等を明らかにするもの ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～ 年間の現金の増減について，要因等を明らかにするもの ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

純資産変動計算書（普通会計）純資産変動計算書（普通会計）純資産変動計算書（普通会計）純資産変動計算書（普通会計）        平成平成平成平成 24242424 年年年年 4444 月月月月 1111 日～平成日～平成日～平成日～平成 25252525 年年年年 3333 月月月月 31313131 日日日日    

資金収支計算書（普通会計）資金収支計算書（普通会計）資金収支計算書（普通会計）資金収支計算書（普通会計）            平成平成平成平成 24242424 年年年年 4444 月月月月 1111 日～平成日～平成日～平成日～平成 25252525 年年年年 3333 月月月月 31313131 日日日日    （単位：億円） 区 分 金 額 １１１１    経常的収支経常的収支経常的収支経常的収支    273273273273    （１）経常的支出 △6,568 （２）経常的収入 6,841 ２２２２    資本的収支資本的収支資本的収支資本的収支    △△△△584584584584    （１）資本的支出 △1,395 （２）資本的収入 811 ３３３３    財務的収支財務的収支財務的収支財務的収支    346346346346    （１）財務的支出 △2,016 （２）財務的収入 2,362 当期資金収支額当期資金収支額当期資金収支額当期資金収支額        ＡＡＡＡ    36363636      期首資金残高期首資金残高期首資金残高期首資金残高            ＢＢＢＢ    162162162162            期末資金残高期末資金残高期末資金残高期末資金残高        Ａ＋ＢＡ＋ＢＡ＋ＢＡ＋Ｂ    197197197197    
 

財源の使途 純経常費用等への財源の充当 財源の調達 県税，地方交付税等の収入 

財務的支出 地方債償還金等 財務的収入 地方債発行収入等 
資本的支出 固定資産形成支出，長期金融資産形成支出等 資本的収入 固定資産売却収入，長期金融資産償還収入等 

固定資産の変動 当期における固定資産（社会資本）の取得に伴う増加と減価償却費や売却費の差額 長期金融資産の変動 基金や出資金など長期金融資産の増減額 

経常的支出 人件費，物件費等 経常的収入 県税，地方交付税等 

１１１１    財源変動の部財源変動の部財源変動の部財源変動の部    
２２２２    資産形成充当財源変動の部資産形成充当財源変動の部資産形成充当財源変動の部資産形成充当財源変動の部    

１１１１    経常的収支経常的収支経常的収支経常的収支    
２２２２    資本的資本的資本的資本的収支収支収支収支    
３３３３    財務的収支財務的収支財務的収支財務的収支    

（単位：億円） 区 分 金 額 前期末残高前期末残高前期末残高前期末残高    ＡＡＡＡ    8,7728,7728,7728,772            １１１１    財源変動の部財源変動の部財源変動の部財源変動の部    △△△△627627627627    （１）財源の使途 △8,571 （２）財源の調達 7,944 ２２２２    資資資資産形成充当財源変動の部産形成充当財源変動の部産形成充当財源変動の部産形成充当財源変動の部    509509509509    （１）固定資産の変動 399 （２）長期金融資産の変動 206 （３）評価・換算差額等の変動 △96 ３３３３    その他の純資産の変動の部その他の純資産の変動の部その他の純資産の変動の部その他の純資産の変動の部    △△△△656565655555    （１）開始時未分析残高 △655 （２）その他の純資産の変動 0 当期変動額合計当期変動額合計当期変動額合計当期変動額合計    ＢＢＢＢ    △△△△773773773773            当期末残高当期末残高当期末残高当期末残高            ＡＡＡＡ++++ＢＢＢＢ    7777,,,,999999999999    
 


